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　市では、年度内の歳入・歳出状況から把握される資
金のやりくりだけではなく、市が有する財産・債務を
把握することにより、複数年度にわたる市の実質的な
財政状況を認識しやすくするため、貸借対照表等の財
務書類を作成（総務省『新地方公会計制度実務研究会
報告書』（平成１９年１０月）所収の総務省方式改訂モデル
に基づく財務書類作成要領に準拠して試算し、作成）
しています。

　平成２１年秋から、人口３万人以上の市については、
財務書類の整備・公表が求められています。あわせて、
作成要領の変更がなされているため、当市において
も、資産評価方法の変更や、市全体の財務書類の作成、
公表方法の拡充等の見直し作業を行っております。
　なお、財務書類等の詳細については、那珂市ホーム
ページで公表しますので、併せてご覧ください。
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◆平成２１年度末普通会計貸借対照表

【資産の部】

７７，０１９，３０３１公共資産

７６，５８６，６６５（１）有形固定資産

４３２，６３８（２）売却可能資産

４，２２８，４０６２投資等

１，９１２，３３９（１）投資及び出資金

３０，７５６（２）貸付金

１，９３０，６２２（３）基金

５００，６９０（４）長期延滞債権

△１４６，００１（５）回収不能見込額

２，４２８，９０６３流動資産

２，３７０，５１３（１）現金・預金

８５３，８４８①財政調整基金

５５０，６３７②減債基金

９６６，０２８③歳計現金

５８，３９３（２）未収金

６７，８２９①地方税

７，５５９②その他

△１６，９９５③回収不能見込額

８３，６７６，６１５資産合計

（借方） （単位：千円）

（貸方）

【負債の部】

２０，８４１，８３８１固定負債

１６，５０３，０９８（１）地方債

０（２）長期未払金

４，３３８，７４０（３）退職手当引当金

０（４）損失補償等引当金

１，９４６，８９４２流動負債

１，７２８，８３３（１）翌年度償還予定地方債

０（２）短期借入金（翌年度繰上充用金）

６８６（３）未払金

０（４）翌年度支払予定退職手当

２１７，３７５（５）賞与引当金

２２，７８８，７３２負債合計　ａ

【純資産の部】

６０，８８７，８８３純資産合計　ｂ

８３，６７６，６１５負債・純資産合計　ａ＋ｂ

　自治体間の財政比較などを可能にするため、地方財政の統計上、全
国統一的に用いられている会計区分です。本市の普通会計は、一般会
計と公園墓地事業特別会計、上菅谷駅前地区土地区画整理事業特別会
計、那珂地方公平委員会特別会計の各会計の合計です。

■ 「普通会計」とは

　市の財産が、どれだけあるか示したもので、「資産」が「負債」と
「純資産」の合計額と等しいこと、現時点での資産と負債などの残高
（バランス）を示していることからバランスシートと呼ばれます。借方
（資産）は、市の資産（道路や学校等の有形固定資産、貸付金等の投資
等、預金や納期限が過ぎている未納の税金等）がどのような状態に
なっているかを示しています。一方、貸方（負債・純資産）は、過去
の年度において負担した財源と、将来の年度に引き継ぐ負担を示して
います。

■ 「貸借対照表」とは

AAnnotation　－注釈－

・長期延滞債権や未収金のうち、差押な
ど強制的な回収を行ったとしても、滞
納者の財産状況などから直ちに回収す
ることが困難であると見込まれる額を
試算して計上しています

・平成21年度は、瓜連中学校屋内運動場
整備事業やまちづくり交付金事業、臨
時財政対策債などを新たに借り入れた
一方で、公的資金補償金免除繰上償還
を含めて返済を進めていることによ
り、地方債残高は減少しています

・平成２１年度中の在籍期間に係る平成２２
年度夏季賞与支給相当額を試算して計
上しています

・現金預金以外（不動産・債権など）に
て保有している場合には、時価評価に
て再評価しています

・瓜連中学校屋内運動場を建設したこと
などにより増加しています

・市税や使用料、貸付金などが納期限を
過ぎても市に納められない場合に、納
期限から１年を経過したものを長期延
滞債権、１年を経過していないものを
未収金として分類しています

・財政調整基金や減債基金は、平成２１年
度に積立てしたことにより増加してい
ます

・平成２１年度末に全職員が退職したと仮
定した場合の退職手当支給見込額を試
算して計上しています

・現在の市の財産を形成するにあたり、
過去の市税や国・県からの補助金等が
原資になっているものです

・市が出資して取得した権利です
・水道会計に対する出資金（１，８２３，９７４千
円）も含んでいます
・時価評価額が著しく下落した場合に
は、評価額を見直します

・市が所有する公有資産のうち不動産、
動産、工作物など
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◆平成２１年度　普通会計行政コスト計算書 （単位：千円）

【経常行政コスト】

３，９６４，８８８ １ 人に関するコスト

４，９４９，５２３ ２ 物に関するコスト

６，７２４，７９０ ３ 移転支出的なコスト

３３５，１８４ ４ その他のコスト

１５，９７４，３８５ 経常行政コスト　ａ

【収入項目】

２８７，７０１ １ 使用料・手数料等　ｂ

２１５，６６１ ２ 分担金・負担金・寄付金　ｃ

５０３，３６２ 経常収益合計　（ｂ＋ｃ）  ｄ

１５，４７１，０２３（差引）純経常行政コスト　ａ－ｄ

◆平成２１年度
　普通会計純資産変動計算書 （単位：千円）

５９，８２６，５５２期首純資産残高

△１５，４７１，０２３純経常行政コスト

７，０７９，７５３地方税

一般財源 ３，６２３，０４６地方交付税

１，４９２，４７１その他行政コスト充当財源

３，７３４，３８８補助金等受入

０災害復旧事業費

臨時損益
９，３８８公共資産除売却損益

０投資損失

０損失補償等引当金繰入等

５８９，８０９資産評価替えによる変動額

３，４９９無償受贈資産受入

０その他

６０，８８７，８８３期末純資産残額
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　平成２２年度の予算執行にあたっては、限られた財源を
最大限に生かすよう努めるとともに、歳入予算の早期確
保と歳出予算の計画的かつ効率的な執行に努めています。
　平成２２年９月３０日現在における
一般会計の歳入歳出予算の執行状
況は、予算現額に対する収入済額
の割合が５８．６％、支出済額の割合
が３３．７％で、ともに順調に執行さ
れています。
　また、特別会計の歳入歳出予算
の執行状況は、予算現額に対する
収入済額の割合が２８．９％、支出済
額の割合が３８．２％で、例年並の状
況となっています。
　なお、平成２２年９月３０日現在に
おける水道事業会計収支状況、市
債現在高および市有財産現在高
は、別表のとおりです。

支出割合支出済額収入割合収入済額予算現額会 計 名

３３．７６，１０９，６３７５８．６１０，６１６，１１７１８，１３０，４４９一般会計

３８．２４，７０７，４１８２８．９３，５５６，０３８１２，３１４，９３５特別会計

３８．９２，０６４，８６２３４．８１，８４５，３３１５，３０６，１１１国民健康保険（事業勘定）

２３．９３，３３８７９．９１１，１５２１３，９５７老人保健

３７．０７７３，５３９１０．２２１３，７５１２，０８８，２９８下水道事業

１３．９１，３４７１４５．０１４，０６１９，７００公園墓地事業

２９．８２８９，４３９１１．１１０７，６２９９７１，０００農業集落排水整備事業

４１．５１，３４７，４３６３７．２１，２０７，２２４３，２４５，２７０介護保険（保険事業勘定）

３５．８９２，１５５３．７９，３９８２５７，１４９
上菅谷駅前地区
土地区画整理事業

３２．０１３５，２７３３４．７１４６，７３８４２３，０００後期高齢者医療

６．４２９１６７．６７５４４５０那珂地方公平委員会

３５．５１０，８１７，０５５４６．５１４，１７２，１５５３０，４４５，３８４合　　計

◆平成２２年度
　一般会計および特別会計歳入歳出予算執行状況 （単位：千円、％）

◆市有財産現在高

平成２２年
９月３０日現在高

増減高
平成２２年
３月３１日現在高

単位区　分

１，７３０，０９８△１，１７６１，７３１，２７４m2土地

１６６，３９０２１２１６６，１７８m2建物

１５，５４００１５，５４０千円有価証券

８０，２９６１，５００７８，７９６千円出資による権利

３４，９７１４６１３４，５１０千円債権

３，９５５，０２５３５１，０６０３，６０３，９６５千円基金

※水道事業会計分は含まない

◆市債現在高

平成２２年
９月３０日現在高

増減高
平成２２年
３月３１日現在高

区分

１６，６０２，４０７△２１９，０１７１６，８２１，４２４一般会計債
１０，６７２，５６０ ２０５，９２６１０，４６６，６３４下水道事業債

３，２７７，３８１９４，９９７３，１８２，３８４
農業集落排水
整備事業債

８０７，９２６１８，９２０７８９，００６土地区画整理事業債
１，０９７，８２８△９１，６１７１，１８９，４４５水道事業債
３２，４５８，１０２９，２０９３２，４４８，８９３合　計

（単位：千円）

◆平成２２年度　水道事業会計収支状況

支　出収　入区　分

２７３，１３６５５７，０８６収益的収支

１３３，０３３０資本的収支

（単位：千円）

　一年間の行政サービスに費やされたコストと使用料、手数料等の収入を示し
たものです。コストの面では、人件費等の人にかかるコスト、物件費等の物に
かかるコストといった区分を設けています。平成２２年度以降に資産を残さない
給付金などのほか、過去に整備した建物の減価償却費や、将来に支出すること
が見込まれる負担額（引当金繰入額）等、平成２１年度の行政サービスの提供に
必要であった経費を示しています。

■ 「行政コスト計算書」とは

　資産と負債の差額である純資産の一年間の変動内容を示し
たものです。

■ 「純資産変動計算書」とは




